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研究要旨 

 

本研究の目的は、事業場における職業性ストレスのリスクアセスメントと改善の手法に

ついて、①事業場規模や業種等に対応した実効性のある複数のモデル枠組みを開発し、②

中小規模事業場でも適応可能な職業性ストレスのリスクアセスメントおよび対策のための

ツールおよびマニュアルを開発し、③モデル事業を実施し、職業性ストレスのリスクアセ

スメントの実施可能性、有効性、残された課題を明らかにし、④事業場における職業性ス

トレスのリスクアセスメント手法の普及・支援方策をまとめ提案することである。 

初年度にあたる本年度は、①国内外における先行研究および報告書を文献的に検討し、

中小規模事業場における対策のあり方を抽出した。また、類似の手法の応用が開始されて

いる海外事例（英国、カナダ、オランダ、イタリア）を調査するとともに、関連するWHO

の主要資料を翻訳した。さらに、ポジティブ職場の視点からみた職業性ストレスのリスク

アセスメントのあり方について海外情報、国内事例の収集を行った。その他、経営者、労

働組合、専門職からなる関係者会議を開催し、討議を行った。②現行および新職業性スト

レス簡易調査票の項目を見直し、より簡便で実効性のあるリスクアセスメントツールの開

発を進めた。また職場巡視や視察において利用可能なリスクアセスメントツールの開発に

着手した。職場環境改善ツールを見直し、現行の職場環境改善のヒント集（メンタルヘル

スアクションチェックリスト）などのツールのほかに、簡易で利用しやすいツール開発の

可能性を検討した。③京都市の中小規模事業場を対象に事前調査を行い、モデル事業実施

の準備を行った。④職場メンタルヘルス対策の全体を PDCA型により実施する標準プログ

ラムを開発するための検討を行った。 

1. 事業場規模に応じた職業性ストレスのリスクアセスメント手法のモデル開発：国内外

の文献を収集し、中小企業へのメンタルヘルスリスクアセスメントの応用可能性について

検討した。海外事例として、自主改善型の英国、法規制型のオランダとイタリア、非政府

組織による推進を行うカナダの先進事例について担当者を訪問または電話面接により情報

収集しまとめたほか、カナダおよびWHOの資料を翻訳した。国内では、京都市の中小規

模事業所の見学とヒアリング、東京都主催のメンタルヘルス対策シンポジウムへの参加を

通じて、職場の強みを見い出し伸ばすための概念モデルと手法について多くの資料を得た。

さらに、中小規模事業場の現状を知る事業者、労働組合、専門職（産業保健スタッフ、社



会保険労務士など）と研究者によるステークホルダー会議を開催し、中小規模事業場の現

状について意見交換を行って認識を共有した。 

2．リスクアセスメントおよび対策ツールの見直しと開発：化学物質管理や腰痛対策等の、

既存で使用されているリスクアセスメントツールを参考にして、新職業性ストレス簡易調

査票の項目をチェック項目にした職場のストレス対策用のリスクアセスメントツールの雛

形を作成し、ステークホルダー会議でツールの改良点に関する助言を得た。また、新職業

性ストレス簡易調査票とともにアウトカム指標（抑うつ症状など）を測定している調査を

用いて、実際の新職業性ストレス簡易調査票の回答データに基づいた項目分析を行い、項

目の加除、ワーディング修正を行って、リスクアセスメントチャートの雛形を作成した。

新職業性ストレス簡易調査票の短縮版と標準版を比べたデータ解析より，標準版との良好

な対応が認められた。その他、新しい改善ツールとして、①現場での意見交換を容易にす

る良好事例集、②提案方式のアクションリストと良い点・改善点シート（同時活用）、③改

善計画シート（提案のまとめとその実施フォロー）の 3点セットを開発した。  

3．モデル事業実施の準備：京都市の従業員 50人未満規模の 3つの事業場にて経営層に

ヒアリング調査を実施し、メンタルヘルスをはじめとする健康管理の現状把握を行った。

これらの事業場の選定過程で職業性ストレスのリスクアセスメント手法のモデル事業の対

象事業場候補も選考した。 

4．PDCAによる職場のメンタルヘルスの推進方法の検討：European Framework for 

Psychosocial Risk Management （PRIMA-EF）にもとづく職場の心理社会的リスク要因

を改善の進め方と「労働者の心の健康の保持・増進のための指針」による事業場の対策の

進め方との間には多くの共通点があり、職場の心理社会的要因の改善よりもより広い視点

の対策も取り入れてゆくこと、指針に基づく活動をより PDCAに基づく活動となるよう普

及・推進してゆくことの重要性が明らかになった。 

本研究では、国内外の文献レビュー、専門家へのヒアリング、事業場の見学、ステーク

ホルダー会議を通じて、中小規模事業場におけるメンタルヘルス対策のあり方について、

有用な情報が得られた。また、中小規模事業場でも適応可能な職業性ストレスのリスクア

セスメントおよび対策のためのツールの原版が開発された。これらのツールを使用したモ

デル事業を実施するための事前調査が行われ、モデル事業の候補事業場が選定された。職

場のメンタルヘルス対策の全体を PDCA型による実施するための情報が収集され、標準プ

ログラムを開発するための準備が整った。 
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A. はじめに 

本研究の目的は、事業場における職業性

ストレスのリスクアセスメントと改善の手

法について、①事業場規模や業種等に対応

した実効性のある複数のモデル枠組みを開

発し、②中小規模事業場でも適応可能な職

業性ストレスのリスクアセスメントおよび

対策のためのツールおよびマニュアルを開

発し、③モデル事業を実施し、職業性スト

レスのリスクアセスメントの実施可能性、

有効性、残された課題を明らかにし、④事

業場における職業性ストレスのリスクアセ

スメント手法の普及・支援方策をまとめ提

案することである。 

 事業場におけるメンタルヘルス対策の国

際動向においては、WHO(Leka et al、 

2003)および欧州枠組み(PRIMA-EF, 2009)

が示すように、職場における職業性ストレ

ス（心理社会的要因）のアセスメント、対

策の計画立案、対策の実施、対策の評価と

改善というリスクアセスメント（PDCAサ

イクル）による対策が主流となっている。

わが国でも第 12次労働災害防止計画骨子

（修正案）（第 66回労働政策審議会安全衛

生分科会、平成 24年 10月 31日）では、

メンタルヘルス不調予防のための職場改善

の取組として、「職場環境の改善・快適化を

進めることにより、メンタルヘルス不調を

予防するという観点から、パワーハラスメ

ントも含め、職場における過度のストレス

の要因となるリスクを特定、評価し、必要

な措置を講じてリスクを低減するリスクア

セスメントのような新たな手法を検討す

る。」ことを盛り込むことが検討されている。

また取組方策の分からない事業場への支援、

特に小規模事業場に対する支援の強化を図

ることが検討されている。中小規模事業場

にも普及可能な職業性ストレスのリスクア

セスメント手法（改善対策も含む）を開発

し、好事例などを通じてその実効性、有用

性を示し、行政施策としての展開の基盤整

備をはかることが求められている。 

初年度にあたる本年度は、①国内外にお

ける文献の検討、海外事例の調査と関連資

料の翻訳、ポジティブ職場の視点からみた

リスクアセスメントのあり方についての事

例収集、経営者、労働組合、専門職からな

る関係者会議を開催した。②リスクアセス

メントのツールとして、より簡便で実効性

のあるツールや職場巡視や視察において利

用可能なリスクアセスメントツールを開発

した。また、職場環境改善ツールを見直し、

簡易で利用しやすいツール開発の可能性を

検討した。③京都市の中小規模事業場を対

象に事前調査を行い、モデル事業実施の準

備を行った。④職場メンタルヘルス対策の

全体をPDCA型により実施する標準プログ

ラムを開発するための検討を行った。 

 

B. 対象と方法 

1. 事業場規模に応じた職業性ストレスの

リスクアセスメント手法のモデル開発 

1）中小規模事業場におけるメンタルへルス

対策の推進・支援に役立つ既知見の統合（錦

戸典子他） 

 産業保健分野における先行研究の論文や

報告書に記載されている内容、および、関

連諸分野の実践者・研究者から等からの聴

き取り内容を基に、中小規模事業場での推

進のために重要な視点や、支援のヒントと



思われる部分を抽出し、質的分析の手法に

準じて整理・統合した。 

2）国際動向（1）英国、カナダおよびオラ

ンダの動向（川上憲人） 

 2013年9月に研究者が英国ノッチンガム

市を訪問し関連する研究者から情報を収集

した。オランダおよびカナダについては、

2013年 11月に関連する研究者・実務家と

Skypeによる電話会議を行い、情報を収集

した。またすでに公表されている資料を参

考に整理した。 

3）国際動向（2）イタリアの動向（五十嵐

千代） 

 2013年 12月に研究者がイタリアのロー

マを訪問し関連する研究者から情報を収集

した。またすでに公表されている資料を参

考に整理した。 

4）職場環境へのポジティブアプローチの検

討（島津明人他） 

 国内の中小規模事業場の見学とヒアリン

グ、東京都主催のメンタルヘルス対策シン

ポジウムへの参加を通じて、中小規模事業

場におけるニーズを抽出した。 

5）ステークホルダー会議による検討（小田

切優子他） 

 職業性ストレスのリスクアセスメント手

法を中小規模事業場に展開していくことが

可能か否か、またその際の具体的な留意点

や手法について検討することを目的に、日

本の中小規模事業場の現状を知る事業者、

労働組合、専門職（産業保健スタッフ、社

会保険労務士など）と研究者によるステー

クホルダー会議を開催し、中小規模事業場

の現状について参加者で意見交換を行った。 

 

2. リスクアセスメントおよび対策ツール

の見直しと開発 

1）職業性ストレスのアセスメントツールの

改善と開発（堤 明純他） 

（1）既存のリスクアセスメントツールの検

討：既存のツールを参考にして、原案を作

成した。（2）専門家の意見：事業者団体、

労働組合、社労士、産業保健職、および研

究者によるステークホルダー会議において、

職場のストレスのリスクアセスメントツー

ル案について説明を行い、参加者からツー

ルの改良に関する意見やアイディアをいた

だいた。（3）項目分析：新職業性ストレス

簡易調査票標準版 42尺度 120項目ととも

にアウトカム指標（抑うつ症状など）を測

定している調査を用いて、アウトカムと関

連の強い尺度項目をピックアップするため

のデータベースを作成した。このデータベ

ースを基に、新職業性ストレス簡易調査票

の各項目と、抑うつ症状との相関係数を計

算した。（4）職業性ストレス調査票を使用

して、リスクアセスメントとそれに引き続

く職場環境改善を行っている事業場の事例

を聴取し、リスクアセスメントのやり方な

どについて情報を得た。 

2）新職業性ストレス簡易調査票の短縮版と

標準版の尺度の関連（原谷隆史他） 

新職業性ストレス簡易調査票の短縮版と

標準版の尺度の関連を明らかにするために、

全国調査の被雇用者1,633名（男性847名、

女性 786名）の回答を標準データとして、

短縮版と標準版の22尺度と4合計得点の関

連を解析した。 

3）職業性ストレスの改善ツールの改善と開

発（吉川 徹他） 

（1）既存の改善ツールのレビュー：職場環

境改善を通じたストレス対策一次予防の視

点から、参加型・自主対応型プログラムで

利用されているツールをレビューし、中小



規模事業場に適応可能な改善ツールの課題

を整理した。（2）新改善ツールの要件の検

討：新改善ツール試案の原則と構造を検討

するための「参加型職場環境改善支援チー

ム会議」を平成 26年 3月に実施した。（3）

中小規模事業場への展開の視点の検討：

2013年 12月 8日に行われた第 47回中小

企業労働衛生研究会全国集会の企画の一つ

として「中小企業における元気づくり職場」

をテーマに、中小規模事業場の産業保健支

援者・研究者による集中討議を行った。 

 

3. モデル事業実施の準備：京都の小規模企

業訪問による経営者からのインタビュー調

査結果の報告（森口次郎他） 

京都市内の従業員 50人未満の小規模企

業 3社（A社、B社、C社）の経営者およ

びそれに準ずる職位の者に対してインタビ

ュー調査を行った。それぞれの従業員数は

32名、22名、30名であり、業種は製造業

（転写箔、印刷）、食品製造業、染色加工業

であった。インタビュー対象は、A社は取

締役、B社と C社は社長であった。インタ

ビュー前に職場見学を行い、事業場概要の

説明を受け、一定程度に事業場概要を確認

した上でインタビューを実施した。インタ

ビュー内容は、メンタルヘルス対策だけに

とどまらず、社風、教育、健康管理、求め

る人材、問題点等に関して幅広く行った。

時間は職場見学を併せて１事業場あたり約

１時間であった。 

 

4. PDCAによる職場のメンタルヘルス推進

方法の検討（川上憲人） 

European Framework for Psychosocial 

Risk Management (PRIMA-EF)にもとづ

く職場の心理社会的リスク要因を改善の進

め方と「労働者の心の健康の保持・増進の

ための指針」による事業場の対策の進め方

という２つの方法を比較し、その相互関係

について検討した。PRIMA-EFプロジェク

トについては、職場の心理社会的リスク要

因の改善の進め方関する資料を参考として

整理した。また「労働者の心の健康の保持・

増進のための指針」の考え方に基づき心の

健康づくり計画をＰＤＣＡサイクルで展開

する手順について、「労働安全衛生マネジメ

ントシステムに関する指針」(2006年 3月

改正)に合わせて整理した。 

 

C. 結果 

1. 事業場規模に応じた職業性ストレスの

リスクアセスメント手法のモデル開発 

1）中小規模事業場におけるメンタルへルス

対策の推進・支援に役立つ既知見の統合（錦

戸典子他） 

 経営対策にも直結する人材育成の強化や

職場コミュニケーションの活性化、労使で

の目標・課題の共有、互いに支え合える働

きやすい職場の構築、肯定的なフィードバ

ック、低コストで出来るところから改善す

るなど、労働者の主体性を活かすしくみづ

くりが、労働者の職務満足度および労働意

欲の向上につながり、中小規模事業場で実

施できるメンタルへルス対策の一次予防策

として効果的である可能性が示唆された。 

2）国際動向（1）英国、カナダおよびオラ

ンダの動向（川上憲人） 

 英国では 2004年からHSEが主導するマ

ネジメントスタンダードにより事業場にお

ける心理社会的要因の改善が推奨されてき

た。ケーススタディや国レベルの調査によ

り一部の心理社会的要因の改善が認められ

るなど成果が見られる。しかし政策の転換



によりその活動は停滞しつつある。またマ

ネジメントスタンダードアプローチの手法

についても、改善の提案がなされている。 

オランダでは 1980年代から労働者の心

の健康づくり対策が義務化され、実施され

てきていた。その中で専門家等による客観

的な職場の社会心理的要因の評価方法が開

発され、質問票による評価方法とともに使

用されていた。 

カナダの取り組みは、労働衛生行政主導

ではなく、行政機関と民間機関が協力して

開発した認証基準として実施されている点

がユニークである。その効果や行政的イン

パクトについては今後検討がなされる段階

である。社会心理的要因リスクアセスメン

トの手順には類似な点も多かった。抑うつ、

不安など心理的ストレス反応を測定項目に

含めている国はなかった。 

オランダおよびカナダでは、英国よりも

事業場がフレキシブルにリスクアセスメン

トと手法を行うことを可能としていた。カ

ナダではワーク・エンゲイジメントなど新

しい概念が取り込まれていた。また従業員

の参加を強く推奨していた点が特徴的であ

った。 

3）国際動向（2）イタリアの動向（五十嵐

千代） 

イタリアでは、職場のメンタルヘルス対

策として、1994年から欧州で活用されだし

た職場環境の心理社会的要因をチェックし

改善につなげる PRIMA-EFを 2008年から

活用し始めている。イタリアでは、職場の

安全衛生におけるリスクマネジメントは法

で義務化されているが、メンタルヘルス対

策に関しては、努力義務となっている。こ

の PRIMA-EFは、労使がともに職場環境の

心理社会的要因を 2年おきにチェックし、

労使で改善に繋がるよう話し合い、解決に

つなげていくもので、いわゆる自主対応型

のメンタルヘルス対策である。現在、イタ

リア政府が奨励する形で、事業場に対し

PRIMA-EFの活用を進めているが、その活

用率はイタリアの全事業場の 25.0％である。

しかし、活用した事業場の職場満足度は、

活用する前は EUの平均以下だったのに対

し、活用後は平均を上回る結果になり改善

していた。 

4）職場環境へのポジティブアプローチの検

討（島津明人他） 

国内の中小規模事業場の見学とヒアリン

グ、東京都主催のメンタルヘルス対策シン

ポジウムへの参加を通じて、（1）対策内容

と手順、対策時の留意点についての具体的

な情報、（2）取組み事例、の 2点に関して

高いニーズが認められた。また、Global 

Healthy Workplace Summit（ロンドン）

への参加を通じて、WHOを中心とした海

外での最新動向を入手することができた。

国内外の情報収集を通じて、中小規模事業

所で実効性のあるアセスメント・改善対策

を行うには、経営の視点に立ちながら、職

場の強みを見い出し伸ばすことの重要性が

示唆された。 

5）ステークホルダー会議による検討（小田

切優子他） 

 日本の中小規模事業場の現状を知る事業

者、労働組合、専門職（産業保健スタッフ、

社会保険労務士など）と研究者によるステ

ークホルダー会議にて意見交換を行った結

果、地域産業保健推進センター等の一層の

周知や活用、社会保険労務士との連携など

が提案された。来年度以降のマニュアル作

成やモデル事業を展開するにあたっての貴

重な情報が得られた。 



2. リスクアセスメントおよび対策ツール

の見直しと開発 

1）職業性ストレスのアセスメントツールの

改善と開発（堤 明純他） 

（1）既存のリスクアセスメントツールの検

討：新職業性ストレス簡易調査票で採用し

ているストレス要因とアウトカムとしても

改善の可能性のある項目を選択した。リス

クの見積もり方法には、各要因についてわ

かりやすいストレス状態の例を挙げ、評価

者が、頻度（頻回・時々・まれ）、重要度（影

響の大きさ；大・中・小）、改善優先度（直

ちに・できるところで・後で）の視点でリ

スクを見積もり、それらを総合してリスク

の高・中・低を評価する構造のチェックリ

ストを原案として作成した。（2）専門家に

よる意見に基づく改定のための情報収集：

専門家からは、表現、項目内容、評価者、

フォーマットなどについて具体的な意見が

出された。（3）第 2 版の作成：新職業性ス

トレス簡易調査票における抑うつ得点（合

計点）を算出し、ストレス要因の各尺度得

点と、尺度を構成する項目との相関を求め

た。次いで専門家の意見と相関分析の結果

を基に、抑うつ得点との相関が低いもの

（0.2 未満）、個人的な要素の強い項目で、

職場でのリスク把握と改善になじみにくい

もの、項目の内容が抽象的すぎるものを、

削除した。さらに、例示の項目を、抑うつ

症状ともっとも相関の強いものに変更した。

（4）事例収集：職業性ストレス簡易調査票、

努力-報酬不均衡モデル調査票、メンタルヘ

ルス風土尺度 WIN を組み合わせてリスク

アセスメントを行っている事業場であり、

実際に行っているリスクアセスメントにつ

いて、やり方や注意点について情報収集し

た。ヒアリングでは、アクションチェック

リストなどの、改善点が用意されてはじめ

て、職場での（労働者による）リスクアセ

スメントが可能ではないかとの意見が聞か

れた。 

2）新職業性ストレス簡易調査票の短縮版と

標準版の尺度の関連（原谷隆史他） 

 新職業性ストレス調査票の短縮版尺度得

点別の標準版の平均値は、短縮版の得点と

同様に大きくなり、集団の平均値では標準

版の得点とのきれいな対応が認められた。

しかし、短縮版の得点と標準版の得点の最

小値または最大値との 2点以上の差が 13

尺度で認められた。短縮版と標準版との相

関では、18尺度と 4合計得点は、相関係数

が 0.85以上、相関係数の 2乗が 0.72以上

と良好であった。平均値の比較では、21尺

度と 2合計得点で有意差が認められ、特に

安定報酬、役割明確さ、仕事の意義、多様

な労働者への対応で平均値の差が大きかっ

た。 

3）職業性ストレスの改善ツールの改善と開

発（吉川 徹他） 

既存の職場環境改善ツールや参加型職場

環境改善活動における介入事例の比較から、

良好実践例を示すアクションチェックリス

ト、良い点と改善点の集団討議結果表、少

数にしぼった改善計画シートのツール構成

が共通して役立っていた。また、中小規模

事業場における実効性のある「職業性スト

レスの改善ツールの改善と開発」にあたっ

ては、①魅力ある仕事を創出するよい経営、

②安定した雇用とセーフティネット、③労

働関連健康障害リスク低減の視点を考慮し

た上で、中小規模事業場においても利用し

やすいツールとして開発する必要性が指摘

された。また、新改善ツールを使った職業

性ストレス対策の 6原則、すなわち、①良



い事例からはじめる、②グループワークを

活用する、③段階的に進める、④成果を交

流する、⑤アクションツールを使う、⑥フ

ァシリテーターを育成する、が整理された。

そして、中小規模事業場における改善ステ

ップとして、①多領域良好実践の見える化、

②良い点・改善点の小集団討議、③職場内

改善プランの合意形成、の３点が有用であ

ることが確認できた。 

上記の検討の結果、新改善ツールとして、

①現場での意見交換を容易にする良好事例

集、②提案方式のアクションリストと良い

点・改善点シート（同時活用）、③改善計画

シート（提案のまとめとその実施フォロー）

の 3点セットを開発した。 

3. モデル事業実施の準備：京都の小規模企

業訪問による経営者からのインタビュー調

査結果の報告（森口次郎他） 

 今回、訪問した 3つの事業場はそれぞれ

業種が異なり、会社や従業員を取り巻く環

境・社内制度も異なるが、いくつかの共通

点が聴取された。 

メンタルヘルス対策にも役立つ優良項目

として、従業員を家族のように思う経営者

の姿勢（従業員の家族も含め）、経営者と従

業員の密な意思疎通、従業員を褒める心が

け、顔が見られる環境などが考えられた。 

 

4. PDCAによる職場のメンタルヘルス推進

方法の検討（川上憲人） 

 PRIMA-EFでは、企業の日常の生産活動

の中で職場の心理社会的リスク要因を改善

することを計画的に実施すること、また実

施状況を心理社会的リスク要因、対策活動、

結果指標の３側面から評価することが提案

されている。PRIMA-EFで提案されている

ステップは、①リスクアセスメントおよび

既存の活動の監査、②計画の策定、③リス

クの軽減（計画の実施）、④結果の評価、⑤

組織学習というＰＤＣＡサイクルで実施さ

れている。しかし単に職場の心理社会的要

因のリスク軽減のみならず、より広い範囲

の対策を含むことも許容されていることが

わかった。一方、指針における心の健康づ

くり計画をＰＤＣＡサイクルで展開する手

順は「労働安全衛生マネジメントシステム

に関する指針」と整合性がとれていた。 

 

D. 考察 

1. 事業場規模に応じた職業性ストレスの

リスクアセスメント手法のモデル開発 

 先行研究の内容分析および関連分野の専

門家からの聴き取りからは、事業場におけ

るメンタルへルス対策を促進させるリスク

アセスメント手法の検討・確立に向けて、

中小規模事業場の経営者の感覚にも合うキ

ーワードや内容を取り入れることや、リス

クアセスメントと同時に次に打つべき対策

が見えやすいツールにしていくなど、中小

規模事業場における実現可能性、持続可能

性を十分に考慮して検討していくことが望

ましいと考えられた。 

国際動向に関しては、英国、オランダ、

カナダ、イタリアにおける職場の心理社会

的要因のリスクアセスメント対策にはそれ

ぞれの特徴があった。法制化により義務化

し、事業場の資源に合わせて方法を選択で

きることが対策の普及に効果的と思われた。

また評価結果に基づく対策について事業場

の資源により選択の幅を持たせることが効

果的と思われた。これらの事例は、わが国

の職場の心理社会的要因のリスクアセスメ

ント対策の手法を考える上で参考になると

考えられた。 



ポジティブな視点から職場環境にアプロ

ーチする手法に関しては、中小規模事業所

で実効性のあるアセスメント・改善対策を

行うには、（1）健康が重要な経営資源であ

ることを認識し、（2）予防に注目した対策、

（3）個人や組織のもつ強みを伸ばす対策、

に注目することが重要と考えられた。 

ステークホルダー会議による検討からは、

本研究班で開発されているツールの開発、

マニュアルの提供が進めば、中小規模事業

場の社員でも必ずしも専門家に頼ることな

く、対策を進めていくことが可能となるこ

とが示唆された。より簡便で使いやすいツ

ール、マニュアルの整備が必要であると考

えられる。中小規模事業場は大企業と比較

して経営に必ずしも余裕が無い場合が多い

ため、リスクアセスメントのリスクのみを

強調するのではなく、健康でいきいきとし

た職場づくりに資すること、生産性が向上

すること、等ポジティブな側面を示してい

くことにより、受け入れが進みやすいと考

えられた。 

2. リスクアセスメントおよび対策ツール

の見直しと開発 

職場のストレス対策用のリスクアセスメ

ントツールの開発については、既存のツー

ルを参考に、新職業性ストレス簡易調査票

の項目をチェック項目にした職場のストレ

ス対策用のリスクアセスメントツールの雛

形を作成し、ステークホルダー会議でツー

ルの改良点に関する助言が得られた。今後、

項目のワーディング（ポジティブ項目の表

現）、ツールのサイズ（項目数）、解決策を

示すアクションチェックリスト、質的なツ

ールの改善項目などの改善点について、今

後モデル事業での試行で、当初想定した簡

便性や使い勝手、受け入れやすさ、を検討

すると同時にツールの妥当性を評価する必

要がある。 

新職業性ストレス簡易調査票の短縮版と

標準版の尺度の関連については、新職業性

ストレス簡易調査票の短縮版は標準版に比

べて情報量が少ないという制約があるが、

標準版との対応が認められた。これらの結

果は、短縮版であっても、限界に留意して

工夫して使用すれば、簡便に職業性ストレ

スを評価することが可能であり、職場のス

トレス対策に活用できることが示唆された。 

職業性ストレスの改善ツールについては、

既存の改善ツールのレビュー、新改善ツー

ルの要件の検討、中小規模事業場の産業保

健支援者・研究者による集中討議を通じて、

①現場での意見交換を容易にする良好事例

集、②提案方式のアクションリストと良い

点・改善点シート（同時活用）、③改善計画

シート（提案のまとめとその実施フォロー）

の 3点セットが開発された。これらのツー

ルの活用により、中小規模事業場での職場

環境改善が円滑に実施できることが望まれ

る。 

3. モデル事業実施の準備 

京都の小規模企業訪問による経営者から

のインタビュー調査からは、小規模零細企

業では、経営者があらゆる意思決定に多大

な役割を果たし、その個人的な価値観や優

先順位が企業の文化、社会への姿勢などを

決定することが明らかにされ、経営者の従

業員への愛情の深さなどが会社の健康管理

を含む様々な取り組みに反映されているこ

とが推察された。一方で、時間外手当のな

い早朝出勤、有給休暇取得の困難さ、長期

休暇を取りづらい1ヶ月22日制の勤務とい

った労働実態が聴取され、従業員にとって

必ずしも十分な労働体制ではない現状が示



唆された。また、社長中心の業務のアイデ

ィア提出や単調な仕事による従業員の負担

軽減など、訪問した我々と異なる経営者の

労働観が聴取された。今回は従業員からの

聴取を実施していないため明らかではない

が、経営者と従業員の考える働き甲斐に乖

離がある可能性が推察された。 

4. PDCAによる職場のメンタルヘルス推進

方法の検討 

PRIMA-EFにもとづく職場の心理社会

的リスク要因を改善の進め方と「労働者の

心の健康の保持・増進のための指針」によ

る事業場の対策の進め方との間には多くの

共通点があり、職場の心理社会的要因の改

善よりもより広い視点の対策も取り入れて

ゆくこと、指針に基づく活動をより PDCA に

基づく活動となるよう普及・推進してゆく

ことが重要と考えられた。 

 

E. 結論 

本研究の目的は、事業場における職業性

ストレスのリスクアセスメントと改善の手

法について、①事業場規模や業種等に対応

した実効性のある複数のモデル枠組みを開

発し、②中小規模事業場でも適応可能な職

業性ストレスのリスクアセスメントおよび

対策のためのツールおよびマニュアルを開

発し、③モデル事業を実施し、職業性スト

レスのリスクアセスメントの実施可能性、

有効性、残された課題を明らかにし、④事

業場における職業性ストレスのリスクアセ

スメント手法の普及・支援方策をまとめ提

案することである。 

初年度にあたる本年度は、①国内外にお

ける文献の検討、海外事例の調査と関連資

料の翻訳、ポジティブ職場の視点からみた

リスクアセスメントのあり方についての事

例収集、経営者、労働組合、専門職からな

る関係者会議を開催した。②リスクアセス

メントのツールとして、より簡便で実効性

のあるツールや職場巡視や視察において利

用可能なリスクアセスメントツールを開発

した。また、職場環境改善ツールを見直し、

簡易で利用しやすいツール開発の可能性を

検討した。③京都市の中小規模事業場を対

象に事前調査を行い、モデル事業実施の準

備を行った。④職場メンタルヘルス対策の

全体をPDCA型により実施する標準プログ

ラムを開発するための検討を行った。 

1. 事業場規模に応じた職業性ストレス

のリスクアセスメント手法のモデル開発：

国内外の文献を収集し、中小企業へのメン

タルヘルスリスクアセスメントの応用可能

性について検討した。海外事例として、自

主改善型の英国、法規制型のオランダとイ

タリア、非政府組織による推進を行うカナ

ダの先進事例について担当者を訪問または

電話面接により情報収集しまとめたほか、

カナダおよびWHOの資料を翻訳した。国

内では、京都市の中小規模事業所の見学と

ヒアリング、東京都主催のメンタルヘルス

対策シンポジウムへの参加を通じて、職場

の強みを見い出し伸ばすための概念モデル

と手法について多くの資料を得た。さらに、

中小規模事業場の現状を知る事業者、労働

組合、専門職（産業保健スタッフ、社会保

険労務士など）と研究者によるステークホ

ルダー会議を開催し、中小規模事業場の現

状について意見交換を行って認識を共有し

た。 

2．リスクアセスメントおよび対策ツール

の見直しと開発：化学物質管理や腰痛対策

等の、既存で使用されているリスクアセス

メントツールを参考にして、新職業性スト



レス簡易調査票の項目をチェック項目にし

た職場のストレス対策用のリスクアセスメ

ントツールの雛形を作成し、ステークホル

ダー会議でツールの改良点に関する助言を

得た。また、新職業性ストレス簡易調査票

とともにアウトカム指標（抑うつ症状など）

を測定している調査を用いて、実際の新職

業性ストレス簡易調査票の回答データに基

づいた項目分析を行い、項目の加除、ワー

ディング修正を行って、リスクアセスメン

トチャートの雛形を作成した。新職業性ス

トレス簡易調査票の短縮版と標準版を比べ

たデータ解析より，標準版との良好な対応

が認められた。その他、新しい改善ツール

として、①現場での意見交換を容易にする

良好事例集、②提案方式のアクションリス

トと良い点・改善点シート（同時活用）、③

改善計画シート（提案のまとめとその実施

フォロー）の 3点セットを開発した。  

3．モデル事業実施の準備：京都市の従業

員50人未満規模の3つの事業場にて経営層

にヒアリング調査を実施し、メンタルヘル

スをはじめとする健康管理の現状把握を行

った。これらの事業場の選定過程で職業性

ストレスのリスクアセスメント手法のモデ

ル事業の対象事業場候補も選考した。また、

来年度からモデル事業場として依頼する東

京都大田区内の事業場選定をおこなうとと

もに、好事例と思われる事業場に対し質的

研究を開始した。 

4．PDCAによる職場のメンタルヘルスの

推進方法の検討： PRIMA-EFにもとづく

職場の心理社会的リスク要因を改善の進め

方と「労働者の心の健康の保持・増進のた

めの指針」による事業場の対策の進め方と

の間には多くの共通点があり、職場の心理

社会的要因の改善よりもより広い視点の対

策も取り入れてゆくこと、指針に基づく活

動をよりPDCAに基づく活動となるよう普

及・推進してゆくことの重要性が明らかに

なった。 

本研究では、国内外の文献レビュー、専

門家へのヒアリング、事業場の見学、ステ

ークホルダー会議を通じて、中小規模事業

場におけるメンタルヘルス対策のあり方に

ついて、有用な情報が得られた。また、中

小規模事業場でも適応可能な職業性ストレ

スのリスクアセスメントおよび対策のため

のツールの原版が開発された。これらのツ

ールを使用したモデル事業を実施するため

の事前調査が行われ、モデル事業の候補事

業場が選定された。職場のメンタルヘルス

対策の全体をPDCA型による実施するため

の情報が収集され、標準プログラムを開発

するための準備が整った。 
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